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議案第１０号 

 

   江別市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 江別市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

  令和７年２月２０日提出 

 

                           江別市長 後 藤 好 人    

 

   江別市手数料条例の一部を改正する条例                    

 

 江別市手数料条例（平成１２年条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１の９の項中「通知」の次に「（以下この項において「申請等」という。）」を

加え、同項（１）中「９，０００円」を「１５，０００円（申請等に係る建築物が建築基

準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下この項及び次項において「政令」という。

）第１０条第３号又は第４号に掲げる建築物である場合（以下この項において「確認の特

例の場合」という。）にあっては１２，０００円）」に、「１５，０００円」を「２４，

０００円（確認の特例の場合にあっては１８，０００円）」に、「２２，０００円」を「

３７，０００円（確認の特例の場合にあっては２７，０００円）」に、「５００平方メー

トル以内のもの３０，０００円、５００平方メートル」を「３００平方メートル以内のも

の５２，０００円、３００平方メートル」に、「５０，０００円」を「８３，０００円」

に、「６８，０００円」を「１１４，０００円」に、「１３２，０００円」を「２５４，

０００円」に、「１６１，０００円」を「３４６，０００円」に、「２２１，０００円」

を「５１６，０００円」に、「２４０，０００円」を「６６７，０００円」に、「４６０

，０００円」を「９５２，０００円」に改め、同項（３）中「建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）」を「政令」に、「１３，０００円」を「１５，０００円」に、「

８，０００円」を「９，０００円」に、「１２，０００円」を「１４，０００円」に改め

、同項（３）を同項（４）とし、同項（２）の次に次のように加える。 

（３） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成２８年国土

交通省令第５号）第２条第１項第１号イ又はロに掲げる基準に適合することの確認を

受ける場合にあっては、一の建築物を単位として、次のアからカまでに掲げる建築物

の建築（移転を除く。）に係る部分の床面積の合計の区分に応じ、当該アからカまで

に定める額 

ア 一戸建ての住宅にあっては、床面積の合計が２００平方メートル以内のもの １

２，０００円 

イ 一戸建ての住宅にあっては、床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの  

１３，０００円 

ウ 一戸建ての住宅以外の住宅にあっては、床面積の合計が３００平方メートル以内
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のもの ２１，０００円 

エ 一戸建ての住宅以外の住宅にあっては、床面積の合計が３００平方メートルを超

え２，０００平方メートル以内のもの ３３，０００円 

オ 一戸建ての住宅以外の住宅にあっては、床面積の合計が２，０００平方メートル

を超え５，０００平方メートル以内のもの ５３，０００円 

カ 一戸建ての住宅以外の住宅にあっては、床面積の合計が５，０００平方メートル

を超えるもの ６８，０００円 

別表第１の１０の項中「第１８条第１６項」を「第１８条第２０項」に改め、同項（１

）中「床面積の合計」を「（２）の場合以外の場合 床面積の合計」に、「１２，０００

円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあっては１１，０００円）」を「１５，０００

円（完了検査の申請又は通知に係る建築物が政令第１０条第３号又は第４号に掲げる建築

物である場合（以下この項において「検査の特例の場合」という。）にあっては１４，０

００円）」に、「１４，０００円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあっては１３，

０００円）」を「２０，０００円（検査の特例の場合にあっては１７，０００円）」に、

「１６，０００円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあっては１５，０００円）」を

「２６，０００円（検査の特例の場合にあっては２０，０００円）」に、「５００平方メ

ートル」を「３００平方メートル」に、「２２，０００円（中間検査合格証の交付を受け

た場合にあっては２１，０００円）」を「３３，０００円」に、「３６，０００円（中間

検査合格証の交付を受けた場合にあっては３３，０００円）」を「５６，０００円」に、

「５０，０００円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあっては４６，０００円）」を

「８１，０００円」に、「８６，０００円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあって

は８２，０００円）」を「１４２，０００円」に、「１２０，０００円（中間検査合格証

の交付を受けた場合にあっては１１０，０００円）」を「１９９，０００円」に、「１５

３，０００円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあっては１４９，０００円）」を「

２６３，０００円」に「１９０，０００円（中間検査合格証の交付を受けた場合にあって

は１８０，０００円）」を「３４２，０００円」に、「３８０，０００円（中間検査合格

証の交付を受けた場合にあっては３７０，０００円）」を「４９３，０００円」に改め、

同項（３）中「１４，０００円」を「１６，０００円」に、「１２，０００円」を「１３

，０００円」に改め、同項（３）を同項（５）とし、同項（２）中「（１）の床面積」を

「（１）又は（２）の床面積」に改め、同項（２）を同項（３）とし、同項（３）の次に

次のように加える。 

（４） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３号

）第２条第１項第３号の建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない

建築物（建築基準法第６条の４第１項第３号に掲げる建築物を除く。）である場合に

あっては、一の建築物を単位として、次のア又はイに掲げる建築物の建築（移転を除

く。）に係る部分の床面積の合計の区分に応じ、それぞれ（ア）から（キ）までに定

める額 

ア 工場、倉庫その他これらに類する用途のみに供する建築物（以下「工場等」とい

う。）以外の建築物 

(ｱ) 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの １７，０００円 
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(ｲ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの 

２１，０００円 

(ｳ) 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内の

もの ３３，０００円 

(ｴ) 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内の

もの ４１，０００円 

(ｵ) 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの 

５３，０００円 

(ｶ) 床面積の合計が１万平方メートルを超え２万５，０００平方メートル以内のも

の ６５，０００円 

(ｷ) 床面積の合計が２万５，０００平方メートルを超えるもの ８４，０００円 

イ 工場等 

(ｱ) 床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ３，０００円 

(ｲ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，０００平方メートル以内のもの 

４，０００円 

(ｳ) 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え２，０００平方メートル以内の

もの ８，０００円 

(ｴ) 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０００平方メートル以内の

もの １０，０００円 

(ｵ) 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え１万平方メートル以内のもの 

１５，０００円 

(ｶ) 床面積の合計が１万平方メートルを超え２万５，０００平方メートル以内のも

の ２０，０００円 

(ｷ) 床面積の合計が２万５，０００平方メートルを超えるもの ２９，０００円 

別表第１の１０の項（１）の次に次のように加える。 

（２） 中間検査合格証の交付を受けた場合 床面積の合計が、３０平方メートル以内

のもの１５，０００円（検査の特例の場合にあっては１３，０００円）、３０平方メ

ートルを超え、１００平方メートル以内のもの１８，０００円（検査の特例の場合に

あっては１６，０００円）、１００平方メートルを超え、２００平方メートル以内の

もの２４，０００円（検査の特例の場合にあっては１９，０００円）、２００平方メ

ートルを超え、３００平方メートル以内のもの３１，０００円、３００平方メートル

を超え、１，０００平方メートル以内のもの５１，０００円、１，０００平方メート

ルを超え、２，０００平方メートル以内のもの７４，０００円、２，０００平方メー

トルを超え、５，０００平方メートル以内のもの１２８，０００円、５，０００平方

メートルを超え、１万平方メートル以内のもの１８０，０００円、１万平方メートル

を超え、２万平方メートル以内のもの２３７，０００円、２万平方メートルを超え、

５万平方メートル以内のもの３０８，０００円、５万平方メートルを超えるもの４４

５，０００円 

別表第１の１０の２の項中「第１８条第１９項」を「第１８条第２８項」に改め、同項

（１）中「１２，０００円」を「１３，０００円」に、「１３，０００円」を「１５，０



- 4 - 

００円」に、「１５，０００円」を「１９，０００円」に、「５００平方メートル」を「

３００平方メートル」に、「２０，０００円」を「２９，０００円」に、「３２，０００

円」を「３８，０００円」に、「４４，０００円」を「５２，０００円」に、「７１，０

００円」を「１０８，０００円」に、「１００，０００円」を「１３５，０００円」に、

「１２５，０００円」を「１８１，０００円」に、「１７０，０００円」を「２５１，０

００円」に、「３３０，０００円」を「３６９，０００円」に改め、同表の１１の項中「

第１８条第２４項第１号」を「第１８条第３８項第１号」に改め、同表の６０の項（１）

中「６４の項」を「６３の項」に改め、同項（２）中「６４の項」を「６６の項」に改め

、同項（５）中「６６の項」を「６３の項」に、「（平成２７年法律第５３号）第１５条

第１項」を「第１４条第１項」に、「６４の項」を「６３の項」に改め、同表の６２の項

中「第３４条第１項」を「第２９条第１項」に改め、同項（１）中「（２）において」を

「（２）及び（３）において」に、「（２）に掲げる」を「（２）及び（３）に掲げる」

に改め、「額」の次に「（評価機関審査を受けた場合にあっては、５，０００円）」を加

え、「（評価機関審査を受けた場合にあっては、５，０００円）」を削り、同項（１０）

中「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に改め、同項（１０）を同項（１２）とし、

同項（９）中「第３４条第３項各号」を「第２９条第３項各号」に改め、同項（９）を同

項（１１）とし、同項（８）中「（３）又は（４）」を「（４）、（５）又は（６）」に

、「（５）又は（６）」を「（７）又は（８）」に改め、同項（８）を同項（１０）とし

、同項（７）中「（１）又は（２）」を「（１）、（２）又は（３）」に、「（５）又は

（６）」を「（７）又は（８）」に改め、同項中（７）を（９）とし、（６）を（８）と

し、（５）を（７）とし、（４）を（６）とし、同項（３）中「（４）において」を「（

５）及び（６）において」に、「（４）に掲げる」を「（５）及び（６）に掲げる」に改

め、同項（３）を同項（４）とし、同項（４）の次に次のように加える。 

（５） 共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物の住宅部分の認定を申請する

場合（省令第１０条第２号イ（１）及びロ（２）又はイ（２）及びロ（１）に適合し

ている場合に限る。）にあっては、当該申請に係る１棟の建築物の住宅部分について

、アに定める額に、イに定める額を加えた額（住戸以外の部分を有さない建築物にあ

っては、アに定める額） 

ア 次の（ア）から（エ）までに掲げる当該申請に係る建築物の住宅部分の戸数の区

分に応じ、当該（ア）から（エ）までに定める額 

(ｱ) 住宅の戸数が２戸以上４戸以内のもの ４７，０００円（評価機関審査を受け

た場合にあっては、１０，０００円） 

(ｲ) 住宅の戸数が５戸以上１５戸以内のもの ７８，０００円（評価機関審査を受

けた場合にあっては、２０，０００円） 

(ｳ) 住宅の戸数が１６戸以上４５戸以内のもの １３６，０００円（評価機関審査

を受けた場合にあっては、４４，０００円） 

(ｴ) 住宅の戸数が４６戸以上のもの １９８，０００円（評価機関審査を受けた場

合にあっては、７７，０００円） 

イ 次の（ア）から（エ）までに掲げる当該申請に係る建築物の共用部分の床面積の

合計の区分に応じ、当該（ア）から（エ）までに定める額 
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(ｱ) 共用部分の床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ４７，０００円（

評価機関審査を受けた場合にあっては、１０，０００円） 

(ｲ) 共用部分の床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００平方メートル

以内のもの ７８，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、２０，０

００円） 

(ｳ) 共用部分の床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０００平方メー

トル以内のもの １３６，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、４

４，０００円） 

(ｴ) 共用部分の床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの １９８，０

００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、７７，０００円） 

別表第１の６２の項（２）中「額」の次に「（評価機関審査を受けた場合にあっては、

５，０００円）」を加え、「（評価機関審査を受けた場合にあっては、５，０００円）」

を削り、同項（２）を同項（３）とし、同項（１）の次に次のように加える。 

（２） 一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分の認定を申請する場合（省令第１０

条第２号イ（１）及びロ（２）又はイ（２）及びロ（１）に適合している場合に限る

。）にあっては、次のア又はイに掲げる当該申請に係る建築物の住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、当該ア又はイに定める額（評価機関審査を受けた場合にあっては

、５，０００円） 

ア 住宅部分の床面積の合計が２００平方メートル以内のもの ２４，０００円 

イ 住宅部分の床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの ２６，０００円 

別表第１の６３の項中「第３６条第１項」を「第３１条第１項」に改め、同項（２）中

「（３）において」を「（３）及び（４）において」に、「（３）に掲げる」を「（３）

及び（４）に掲げる」に改め、「額」の次に「（評価機関審査を受けた場合にあっては、

２，０００円）」を加え、「（評価機関審査を受けた場合にあっては、２，０００円）」

を削り、同項（１２）中「第３５条第２項」を「第３０条第２項」に改め、同項（１２）

を同項（１４）とし、同項（１１）中「第３４条第３項各号」を「第２９条第３項各号」

に改め、同項（１１）を同項（１３）とし、同項（１０）中「（９）及び（１０）」を「

（１１）及び（１２）」に改め、同項（１０）を同項（１２）とし、同項（９）中「（４

）又は（５）」を「（５）、（６）又は（７）」に、「（６）又は（７）」を「（８）又

は（９）」に改め、同項（９）を同項（１１）とし、同項（８）中「（２）又は（３）」

を「（２）、（３）又は（４）」に、「（６）又は（７）」を「（８）又は（９）」に改

め、同項中（８）を（１０）とし、（７）を（９）とし、（６）を（８）とし、（５）を

（７）とし、同項（４）中「（５）において」を「（６）及び（７）において」に、「（

５）に掲げる」を「（６）及び（７）に掲げる」に改め、同項（４）を同項（５）とし、

同項（５）の次に次のように加える。 

（６） 共同住宅等の用途に供する建築物又は複合建築物の住宅部分の変更の認定を申

請する場合（省令第１０条第２号イ（１）及びロ（２）又はイ（２）及びロ（１）に

適合している場合に限る。）にあっては、当該申請に係る１棟の建築物の住宅部分に

ついて、アに定める額に、イに定める額を加えた額（住戸以外の部分を有さない建築

物にあっては、アに定める額） 
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ア 次の（ア）から（エ）までに掲げる当該申請に係る建築物の住宅部分の戸数の区

分に応じ、当該（ア）から（エ）までに定める額 

(ｱ) 住宅の戸数が２戸以上４戸以内のもの ２３，０００円（評価機関審査を受け

た場合にあっては、５，０００円） 

(ｲ) 住宅の戸数が５戸以上１５戸以内のもの ３９，０００円（評価機関審査を受

けた場合にあっては、１０，０００円） 

(ｳ) 住宅の戸数が１６戸以上４５戸以内のもの ６８，０００円（評価機関審査を

受けた場合にあっては、２２，０００円） 

(ｴ) 住宅の戸数が４６戸以上のもの ９９，０００円（評価機関審査を受けた場合

にあっては、３８，０００円 

イ 次の（ア）から（エ）までに掲げる当該申請に係る建築物の共用部分の床面積の

合計の区分に応じ、当該（ア）から（エ）までに定める額 

(ｱ) 共用部分の床面積の合計が３００平方メートル以内のもの ２３，０００円（

評価機関審査を受けた場合にあっては、５，０００円） 

(ｲ) 共用部分の床面積の合計が３００平方メートルを超え２，０００平方メートル

以内のもの ３９，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、１０，０

００円） 

(ｳ) 共用部分の床面積の合計が２，０００平方メートルを超え５，０００平方メー

トル以内のもの ６８，０００円（評価機関審査を受けた場合にあっては、２２

，０００円） 

(ｴ) 共用部分の床面積の合計が５，０００平方メートルを超えるもの ９９，００

０円（評価機関審査を受けた場合にあっては、３８，０００円） 

別表第１の６３の項（３）中「額」の次に「（評価機関審査を受けた場合にあっては、

２，０００円）」を加え、「（評価機関審査を受けた場合にあっては、２，０００円）」

を削り、同項（３）を同項（４）とし、同項（２）の次に次のように加える。 

（３） 一戸建ての住宅又は複合建築物の住宅部分の変更の認定を申請する場合（省令

第１０条第２号イ（１）及びロ（２）又はイ（２）及びロ（１）に適合している場合

に限る。）にあっては、次のア又はイに掲げる当該申請に係る建築物の住宅部分の床

面積の合計の区分に応じ、当該ア又はイに定める額（評価機関審査を受けた場合にあ

っては、２，０００円） 

ア 住宅部分の床面積の合計が２００平方メートル以内のもの １２，０００円 

イ 住宅部分の床面積の合計が２００平方メートルを超えるもの １３，０００円 

別表第１の６４の項を次のように改める。 

６４ 削除 

別表第１の６５の項を次のように改める。 

 

 

 

 

 

６５ 建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関する法律第

１１条第１項 

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定手数料 

建築物エネルギー消費性能確保計画

１件につき、次に掲げる場合の区分

に応じ、次に定める額 

（１） 一戸建て住宅の用途に供す

る１棟の建築物に係る建築物エネ 

 



- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 又は第１２条

第２項の規定

に基づく建築

物エネルギー

消費性能適合

性判定に係る

審査 

 ルギー消費性能適合性判定（以下

この項及び次項において「判定」

という。）の場合（省令第１条第

１項第２号イ（１）及びロ（１）

に適合している場合に限る。）に

あっては、次のア又はイに掲げる

住宅部分（エネルギー消費性能の

算定の対象に該当しない部分を除

く。以下この項から６７の項にお

いて同じ。）の床面積（増築又は

改築の場合にあっては、当該増築

又は改築に係る部分の床面積に限

る。以下この項から６７の項にお

いて同じ。）の合計の区分に応じ

、当該ア又はイに定める額 

ア 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートル以内のもの 

３２，０００円 

イ 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートルを超えるもの

 ３５，０００円 

（２） 一戸建て住宅の用途に供す

る１棟の建築物に係る判定の場合

（省令第１条第１項第２号イ（１

）及びロ（２）又はイ（２）又は

ロ（１）に適合している場合に限

る。）にあっては、次のア又はイ

に掲げる住宅部分の床面積の合計

の区分に応じ、当該ア又はイに定

める額 

ア 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートル以内のもの 

２４，０００円 

イ 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートルを超えるもの

 ２６，０００円 

（３） 共同住宅等の用途に供する

１棟の建築物に係る判定の場合（

省令第１条第１項第２号イ（１）

及びロ（１）に適合している場合 
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   に限る。）にあっては、次のアか

らエまでに掲げる住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、当該アか

らエまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ６３，００

０円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え２，０００平方メ

ートル以内のもの １０５，０

００円 

ウ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの １７８

，０００円 

エ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超えるもの ２５

５，０００円 

（４） 共同住宅等の用途に供する

１棟の建築物に係る判定の場合（

省令第１条第１項第２号イ（１）

及びロ（２）又はイ（２）又はロ

（１）に適合している場合に限る

。）にあっては、次のアからエま

でに掲げる当該判定に係る住宅部

分の床面積の合計の区分に応じ、

当該アからエまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ４７，００

０円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え２，０００平方メ

ートル以内のもの ７８，００

０円 

ウ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの １３６

，０００円 

エ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超えるもの １９ 

 



- 9 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ８，０００円 

（５） 住宅以外の用途に供する１

棟の建築物に係る判定の場合（省

令第１条第１項第１号イに適合し

ている場合に限る。）にあっては

、次のアからキまでに掲げる非住

宅部分（エネルギー消費性能の算

定の対象に該当しない部分を除く

。（６）において同じ。）の床面

積の合計の区分に応じ、当該アか

らキまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ２１６，０

００円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの ２８２，０

００円 

ウ 床面積の合計が１，０００平

方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの ３４８

，０００円 

エ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ４９６

，０００円 

オ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１万平方メー

トル以内のもの ６１０，００

０円 

カ 床面積の合計が１万平方メー

トルを超え２万５，０００平方

メートル以内のもの ７２１，

０００円 

キ 床面積の合計が２万５，００

０平方メートルを超えるもの 

８２２，０００円 

（６） 住宅以外の用途に供する１

棟の建築物に係る判定の場合（省

令第１条第１項第１号ロに適合し 
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   ている場合に限る。）にあっては

、次のアからキまでに掲げる非住

宅部分の床面積の合計の区分に応

じ、当該アからキまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ８４，００

０円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの １１１，０

００円 

ウ 床面積の合計が１，０００平

方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの １３９

，０００円 

エ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ２２４

，０００円 

オ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１万平方メー

トル以内のもの ２９２，００

０円 

カ 床面積の合計が１万平方メー

トルを超え２万５，０００平方

メートル以内のもの ３５１，

０００円 

キ 床面積の合計が２万５，００

０平方メートルを超えるもの 

４１１，０００円 

（７） 住宅以外の用途に供する１

棟の建築物に係る判定の場合（（

５）及び（６）に掲げる以外の場

合に限る。）にあっては、次のア

からキまでに掲げる非住宅部分の

床面積の合計の区分に応じ、当該

アからキまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの １０，００

０円 
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 別表第１の６５の項の次に次の１項を加える。 

 

 

 

 

   イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの １７，００

０円 

ウ 床面積の合計が１，０００平

方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの ２６，

０００円 

エ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ７６，

０００円 

オ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１万平方メー

トル以内のもの １２０，００

０円 

カ 床面積の合計が１万平方メー

トルを超え２万５，０００平方

メートル以内のもの １５２，

０００円 

キ 床面積の合計が２万５，００

０平方メートルを超えるもの 

１９０，０００円 

（８） 一戸建て住宅の用途に供す

る部分及び住宅以外の用途に供す

る部分を有する１棟の建築物に係

る判定の場合にあっては、（１）

又は（２）及び（５）、（６）又

は（７）に定める額を合算した額 

（９） 共同住宅等の用途に供する

部分及び住宅以外の用途に供する

部分を有する１棟の建築物に係る

判定の場合にあっては、（３）又

は（４）及び（５）、（６）又は

（７）に定める額を合算した額 

 

６５の

２ 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上等に

関する法律第 

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定変更手数料 

変更後の建築物エネルギー消費性能

確保計画１件につき、次に掲げる場

合の区分に応じ、次に定める額 

（１） 一戸建て住宅の用途に供す 
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 １１条第２項

又は第１２条

第３項の規定

に基づく建築

物エネルギー

消費性能適合

性判定に係る

審査 

 る１棟の建築物に係る判定の場合

（省令第１条第１項第２号イ（１

）及びロ（１）に適合している場

合に限る。）にあっては、次のア

又はイに掲げる住宅部分の床面積

の合計の区分に応じ、当該ア又は

イに定める額 

ア 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートル以内のもの 

１６，０００円 

イ 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートルを超えるもの

 １７，０００円 

（２） 一戸建て住宅の用途に供す

る１棟の建築物に係る判定の場合

（省令第１条第１項第２号イ（１

）及びロ（２）又はイ（２）又は

ロ（１）に適合している場合に限

る。）にあっては、次のア又はイ

に掲げる住宅部分の床面積の合計

の区分に応じ、当該ア又はイに定

める額 

ア 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートル以内のもの 

１２，０００円 

イ 住宅部分の床面積の合計が２

００平方メートルを超えるもの

 １３，０００円 

（３） 共同住宅等の用途に供する

１棟の建築物に係る判定の場合（

省令第１条第１項第２号イ（１）

及びロ（１）に適合している場合

に限る。）にあっては、次のアか

らエまでに掲げる住宅部分の床面

積の合計の区分に応じ、当該アか

らエまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ３１，００

０円 

イ 床面積の合計が３００平方メ
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ートルを超え２，０００平方メ

ートル以内のもの ５２，００

０円 

ウ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ８９，

０００円 

エ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超えるもの １２

７，０００円 

（４） 共同住宅等の用途に供する

１棟の建築物に係る判定の場合（

省令第１条第１項第２号イ（１）

及びロ（２）又はイ（２）又はロ

（１）に適合している場合に限る

。）にあっては、次のアからエま

でに掲げる当該判定に係る住宅部

分の床面積の合計の区分に応じ、

当該アからエまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ２３，００

０円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え２，０００平方メ

ートル以内のもの ３９，００

０円 

ウ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ６８，

０００円 

エ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超えるもの ９９

，０００円 

（５） 住宅以外の用途に供する１

棟の建築物に係る判定の場合（省

令第１条第１項第１号イに適合し

ている場合に限る。）にあっては

、次のアからキまでに掲げる非住

宅部分（エネルギー消費性能の算

定の対象に該当しない部分を除く
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。（６）において同じ。）の床面

積の合計の区分に応じ、当該アか

らキまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの １０８，０

００円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの １４１，０

００円 

ウ 床面積の合計が１，０００平

方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの １７４

，０００円 

エ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ２４８

，０００円 

オ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１万平方メー

トル以内のもの ３０５，００

０円 

カ 床面積の合計が１万平方メー

トルを超え２万５，０００平方

メートル以内のもの ３６０，

０００円 

キ 床面積の合計が２万５，００

０平方メートルを超えるもの 

４１１，０００円 

（６） 住宅以外の用途に供する１

棟の建築物に係る判定の場合（省

令第１条第１項第１号ロに適合し

ている場合に限る。）にあっては

、次のアからキまでに掲げる非住

宅部分の床面積の合計の区分に応

じ、当該アからキまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ４２，００

０円 

イ 床面積の合計が３００平方メ
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ートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの ５５，００

０円 

ウ 床面積の合計が１，０００平

方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの ６９，

０００円 

エ 床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの １１２

，０００円 

オ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１万平方メー

トル以内のもの １４６，００

０円 

カ 床面積の合計が１万平方メー

トルを超え２万５，０００平方

メートル以内のもの １７５，

０００円 

キ 床面積の合計が２万５，００

０平方メートルを超えるもの 

２０５，０００円 

（７） 住宅以外の用途に供する１

棟の建築物に係る判定の場合（（

５）及び（６）に掲げる以外の場

合に限る。）にあっては、次のア

からキまでに掲げる非住宅部分の

床面積の合計の区分に応じ、当該

アからキまでに定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの ５，０００

円 

イ 床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００平方メ

ートル以内のもの ８，０００

円 

ウ 床面積の合計が１，０００平

方メートルを超え２，０００平

方メートル以内のもの １３，

０００円 
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 別表第１の６６の項中「（平成２８年国土交通省令第５号）第１１条」を「第１３条」

に、 

「                                     を 

（１） 軽微な変更後の計画がエネルギー消費性能の算定対象を含む場合（

モデル建物法による場合を除く。） 当該証明に係る１棟の建築物の非住

宅部分（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築に係る部分に

限る。以下この項において同じ。）（エネルギー消費性能の算定対象に該

当しない部分を除く。（２）において同じ。）の床面積の合計の区分に応

じ、前項の（４）アからキまでに定める額 

（２） 軽微な変更後の計画がエネルギー消費性能の算定対象を含む場合（

モデル建物法による場合に限る。） 当該証明に係る１棟の建築物の非住

宅部分の床面積の合計の区分に応じ、前項の（５）アからキまでに定める

額 

   エ 床面積の合計が２，０００平 

方メートルを超え５，０００平

方メートル以内のもの ３８，

０００円 

オ 床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１万平方メー

トル以内のもの ６０，０００

円 

カ 床面積の合計が１万平方メー

トルを超え２万５，０００平方

メートル以内のもの ７６，０

００円 

キ 床面積の合計が２万５，００

０平方メートルを超えるもの 

９５，０００円 

（８） 一戸建て住宅の用途に供す

る部分及び住宅以外の用途に供す

る部分を有する１棟の建築物に係

る判定の場合にあっては、（１）

又は（２）及び（５）、（６）又

は（７）に定める額を合算した額 

（９） 共同住宅等の用途に供する

部分及び住宅以外の用途に供する

部分を有する１棟の建築物に係る

判定の場合にあっては、（３）又

は（４）及び（５）、（６）又は

（７）に定める額を合算した額 
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（３） 軽微な変更後の計画がエネルギー消費性能の算定対象を含まない場

合 当該証明に係る１棟の建築物の非住宅部分の床面積の合計の区分に応

じ、前項の（６）アからキまでに定める額 

                                     」 

「                                     に改 

軽微な変更後の計画１件につき、次に掲げる場合の区分に応じ、次に定める

額 

（１） 一戸建て住宅の用途に供する１棟の建築物に係る建築物エネルギー

消費性能確保計画軽微変更該当証明書（以下この項において「証明書」と

いう。）の交付の場合（省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ（１）に

適合している場合に限る。）にあっては、前項の（１）ア又はイに掲げる

住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、当該ア又はイに定める額 

（２） 一戸建て住宅の用途に供する１棟の建築物に係る証明書交付の場合

（省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ（２）又はイ（２）又はロ（１

）に適合している場合に限る。）にあっては、前項の（２）ア又はイに掲

げる住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、当該ア又はイに定める額 

（３） 共同住宅等の用途に供する１棟の建築物に係る証明書交付の場合（

省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ（１）に適合している場合に限る

。）にあっては、前項の（３）アからエまでに掲げる住宅部分の床面積の

合計の区分に応じ、当該アからエまでに定める額 

（４） 共同住宅等の用途に供する１棟の建築物に係る証明書交付の場合（

省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ（２）又はイ（２）又はロ（１）

に適合している場合に限る。）にあっては、前項の（４）アからエまでに

掲げる住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、当該アからエまでに定める

額 

（５） 住宅以外の用途に供する１棟の建築物に係る証明書交付の場合（省

令第１条第１項第１号イに適合している場合に限る。）にあっては、前項

の（５）アからキまでに掲げる非住宅部分（エネルギー消費性能の算定の

対象に該当しない部分を除く。（６）において同じ。）の床面積の合計の

区分に応じ、当該アからキまでに定める額 

（６） 住宅以外の用途に供する１棟の建築物に係る証明書交付の場合（省

令第１条第１項第１号ロに適合している場合に限る。）にあっては、前項

の（６）アからキまでに掲げる非住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、

当該アからキまでに定める額 

（７） 住宅以外の用途に供する１棟の建築物に係る証明書交付の場合（（

５）及び（６）に掲げる以外の場合に限る。）にあっては、前項の（７）

アからキまでに掲げる非住宅部分の床面積の合計の区分に応じ、当該アか

らキまでに定める額 

（８） 一戸建て住宅の用途に供する部分及び住宅以外の用途に供する部分

を有する１棟の建築物に係る証明書交付の場合にあっては、前項（１）又
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は（２）及び（５）、（６）又は（７）に定める額を合算した額 

（９） 共同住宅等の用途に供する部分及び住宅以外の用途に供する部分を

有する１棟の建築物に係る証明書交付の場合にあっては、前項（３）又は

（４）及び（５）、（６）又は（７）に定める額を合算した額 

                                     」 

める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 


